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労働保険料等の 収納事務等に 関しては、 平成 1 5 年 3 月 3 1 日付け 基 登第 0 3 3 Ⅰ 0 0 

2 号「徴収関係事務取扱手引 1 ( 徴収， mx 納 ) 平成 1 5 年 3 月」 ( 以下「手引」という。 ) 
において、 適正な事務処理を 指示しているところであ るが、 牽制体制の不備による 不適切 
な事案及び職員の 不注意による 証票等の紛失が 発生しているため、 「収納事務等の チヱ ; 、 ノ 

クポイント」を 別添のとおり 示すこととしたので、 特に下記 1 から 3 に留意の うえ 、 手引 

とともに活用することにより 事務処理に遺漏なきを 期されたい。 

なお、 平成 6 年 3 月 30 日付労働大臣官房労働保険徴収課業務担当補佐事務連絡「収入 

官吏に係る事務処理について」は、 本 課長内かんをもって 廃止する。 

- 己 

1  主任収入官吏は、 分任収入官吏が 現金領収証書を 新たに受けたとき、 事業主から現金 

スは 証券を領収したとき、 金融機関へ払込みをしたとき 及び月末の締め 切りをしたとき 
は、 その都度現金出納簿により 決裁を行 う こと。 

2  主任収入官吏は、 分任収入官吏が 納付受託証書を 新たに受け又は 使用したときは、 納 
付 受託証書受 払簿 により決裁を 行 う こと。 

また、 分任収入官吏が 事業主から納付委託を 受けたときは、 速やかに引継ぎを 受ける 

。 ） と 。 

3  主任歳入歳出覚現金出納官吏は、 分任歳入歳出覚現金出納官吏が 歳入歳出覚現金領収 
証書を新たに 受けたとき、 事業主から歳入歳出覚現金を 領収したとき 及び月末の締め 切 

りをしたときは、 その都度歳入歳出覚現金出納簿により 決裁を行 う こと。 
また、 分任歳入歳出覚現金出納官吏が 領収した現金は 、 速やかに引継ぎを 受けること。 












































